　

様式第１（第５条第１項関係）　　　　　　　　　　　　　　〔低炭素化改造等事業〕
番　　　　　号　
年　　月　　日　
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書
　下記により海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定に基づき、申請します。
記
１．補助対象事業　低炭素化改造等事業
２．導入対象設備等　　別紙（事業計画）のとおり      　    　　　　
３．補助対象経費　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
４．補助金交付申請額    　            　金　　　　　　　　円
５．補助対象事業者（該当するものに○をする）

	
	
	 船舶運航事業者
	

	
	
	 船舶貸渡業者
	

	
	
	 内航海運業者
	

	
	

	　　　　　
	
	本事業による補助金の交付を受け、同一の保有船舶に同一の補助対象設備等の取り付け等を行っていない。
	    

	
	
	本事業による交付決定の取り消し又は廃止の承認を受けていない。


	

	
	
	保有船舶が一般旅客定期航路（離島航路を除く。）に就航し、当該事業の航路損益又は補助対象事業者の営業損益が、申請時以前の過去３ヵ年のうち、何れか２ヵ年以上で赤字である。

	

	
	
	保有船舶が一般旅客定期航路（離島航路を除く。）に就航し、当該事業の旅客輸送人員、自動車航送台数又は補助対象事業者の営業収入が、申請時以前の過去３ヵ年のうち、何れか２ヵ年以上で対前年比で３％以上減少している場合又は何れか１ヵ年で対前年比が５％以上減少している。

	

	
	
	保有船舶が一般旅客定期航路（離島航路に限る。）に就航している。

	


６．補助対象船舶（該当するものに○をする）

	　　　　　
	
	申請船舶が、一般旅客定期航路事業の用に供している。


	    

	
	
	申請船舶が、内航運送をする事業の用に供していて、かつ、当該船舶の進水の日から申請時点までの年数が、耐用年数に１年を加えた年数以上でない。


	

	
	
	申請船舶の進水の日から申請時点までの年数が、耐用年数から５年を減じた年数以上である。

	


７．添付書類
　ア．補助対象経費に係る見積書等の写し
　イ．上記５．の保有船舶に関わる事項に該当する場合はそれを証する書類

ウ．その他参考となる書類

	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)

	 送付先
 住　所
	 (郵便番号              )


(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。
また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。

様式第１　別紙

事業計画
	
	
	
	
	
	　

	船名
	進水年月
( 年 月)
申請時点までの年数

( 年)
	補助対象設備等の名称
及び番号
	価格

(円)
	作業費等(円)
	売却額

又は見込額（円）
	計

（円）
	補助金額（円）
	燃料消費等低減効果

(％、㍑)
	工事完了予定年月日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 様式第２（第５条第２項関係）　　　　　　　　　　　　〔低炭素型中古船舶代替事業〕

番　　　　　号　
年　　月　　日　
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書
　下記により海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定に基づき、申請します。
記
１．補助対象事業　低炭素型中古船舶代替事業
２．補助対象船舶（事業計画）
	区　　分
	代替船舶
	被代替船舶

	船名
	　
	　

	船舶番号
	
	

	船舶所有者
	　
	　

	船種
	　
	　

	竣工年月
	　
	　

	総トン数
	ＧＴ
	ＧＴ

	重量トン数
	ＤＷ
	ＤＷ

	簿価（　年　月末現在）
	
	円

	売買予定価格
	円
	円

	燃料消費等低減効果(％、㍑)
	

	引き渡し予定年月日
	
	


３．補助対象経費　　　　　　　　　 金　　　　　　　　円
４．補助金交付申請額    　         金　　　　　　　　円
５．補助対象事業者（該当するものに○をする）
	
	
	 船舶運航事業者
	

	
	
	 船舶貸渡業者
	

	
	
	内航海運業者
	

	
	

	
	
	 民法７２５条に定める親族が代表者を務める会社間及び企業会計基準第２２号「連結財務諸表に関する会計基準」に定める連結の範囲となる会社間における売買取引に該当しない


	

	
	
	 被代替船舶を申請前１年以上保有している
	


６．添付書類
　ア．補助対象経費に係る見積書等の写し
　イ．低炭素型中古船舶適合船舶であることを証する書類

ウ．その他参考となる書類

	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)

	 送付先
 住　所
	 (郵便番号              )


(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。
また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
様式第３（第５条第３項関係）　　　　　　〔内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業〕
番　　　　　号　
年　　月　　日　
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書
　下記により海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定に基づき、申請します。
記
１．補助対象事業 　　内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業
２．導入輸送機器等　別紙（事業計画）のとおり      　    　　　　
３．補助対象経費　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円
４．補助金交付申請額    　            　金　　　　　　　　円
５．補助対象事業者（該当するものに○をする）
	
	
	船舶運航事業者
	

	
	
	 内航運送業者
	

	
	

	
	
	本事業による交付決定の取り消し又は廃止の承認を受けていない。


	


６．補助対象輸送機器（該当するものに○をする）
	
	
	１．車両総重量の基準が緩和される構造を有する。
	

	
	
	２．荷台の高さが連結部の高さより低い構造を有する。
	

	
	
	３．トレーラ内の温度を一定に保つ構造を有する。
	

	
	
	４．緩衝装置が空気ばねを使用した構造を有する。
	

	
	
	５．その他、荷役効率の向上又は貨物の安全輸送に資する構造を有する。
	

	
	


７．添付書類
　ア．補助対象経費に係る見積書の写し

　イ．貨物輸送計画
　ウ．その他参考となる書類

	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)

	 送付先
 住　所
	 (郵便番号              )


(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。
また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。

様式第３（第５条第３項関係）別紙
事業計画

	１．導入予定の輸送機器
	
	
	
	
	

	補助対象輸送機器の名称
及び番号
	価格
（円）
	数量
（台）
	計
（円）
	補助金額
(円）
	購入予定
年月日
	輸送開始予定
年月日

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	２．貨物輸送に関する計画
（１）トラック運送事業者
氏名又は名称
住　　　　　　所

　
　

（２）荷主又は荷主の委託を受けた物流事業者
氏名又は名称
住　　　　　　所

　
　
　

（３）貨物輸送ルート
仕出地名
発港名
着港名
仕向地名
航路距離（㎞）
　
　
　
　
（４）新規に輸送される貨物品名及び月別年間貨物輸送量（トン）見込み
新規輸送貨物品目名
月間貨物輸送量（平均）
年間貨物輸送量

　
　
　

　
　
　

　
　
　

（５）年間運航回数（回）見込み

（６）海上輸送に係る被けん引自動車1台当たりの年間輸送量（トンキロ）見込み
	
	

	
	
	
	
	

	３．年間海上輸送によるＣＯ２削減効果（見込み）
	
	

	ＣＯ２削減量（t-CO2/トンキロ）
	　
	
	


様式第４（第６条第１項関係）                      　　　 〔低炭素化改造等事業〕
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　地方運輸局長等　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣
海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付決定について
（低炭素化改造等事業）
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で進達のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付申請については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条の規定に基づき、下記のとおり交付することを決定したので、補助対象事業者あて同法第８条の規定に基づき、通知されたい。
記
１．補助対象事業者ごとの補助対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたときは、別に通知する。
２．補助対象事業者ごとの補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、当該各補助対象事業者から申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書記載のとおりとする。（ただし、修正を加えて交付決定を行ったものについては、別に示すとおりとする。）
３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに海上交通低炭素化促進事業費補助金交付要綱（平成22年月日付け国海内第号）に従わなければならない。
以上
様式第４　別表

	事業者名

	船名
	設備等
	補助対象経費

(円)
	補助金の額

(円)
	備考

	　
	
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　

	計
	
	　
	　
	　


様式第５（第６条第２項関係）                   〔低炭素型中古船舶代替事業〕
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　地方運輸局長等　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣
海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付決定について
（低炭素型中古船舶代替事業）
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で進達のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付申請については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条の規定に基づき、下記のとおり交付することを決定したので、補助対象事業者あて同法第８条の規定に基づき、通知されたい。
記
１．補助対象事業者ごとの補助対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたときは、別に通知する。
２．補助対象事業者ごとの補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、当該各補助対象事業者から申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書記載のとおりとする。（ただし、修正を加えて交付決定を行ったものについては、別に示すとおりとする。）
３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに海上交通低炭素化促進事業費補助金交付要綱（平成22年月日付け国海内第号）に従わなければならない。
以上

様式第５　別表

	事業者名
	代替船舶
	補助対象経費(円)
	補助金の額

(円)
	被代替船舶
	備考

	
	船名
	船舶

番号
	総トン数
	重量トン数
	
	
	船名
	船舶
番号
	総トン数
	重量トン数
	

	　
	
	
	
	
	　
	　
	
	
	
	
	　

	　
	
	
	
	
	　
	　
	
	
	
	
	　


様式第６（第６条第３項関係）        　 〔内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業〕
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　地方運輸局長等　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣
海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付決定について

（内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業）
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で進達のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金の交付申請については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条の規定に基づき、下記のとおり交付することを決定したので、補助対象事業者あて同法第８条の規定に基づき、通知されたい。
記
１．補助対象事業者ごとの補助対象経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたときは、別に通知する。
２．補助対象事業者ごとの補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、当該各補助対象事業者から申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書記載のとおりとする。（ただし、修正を加えて交付決定を行ったものについては、別に示すとおりとする。）
３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに海上交通低炭素化促進事業費補助金交付要綱（平成22年月日付け国海内第号）に従わなければならない。
以上

様式第６　別表

	事業者名

	補助対象輸送機器の名称及び番号
	補助対象経費

(円)
	補助金の額

(円)
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


様式第７（第６条第４項関係）　　　　　　　　　　　　　〔低炭素化改造等事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助対象事業者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方運輸局長等
海上交通低炭素化促進事業費補助金交付決定通知書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条の規定に基づき、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　号をもって国土交通大臣が下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定に基づき、通知する。
記
１．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたときは、別に通知する。
　　　　補助対象経費　　　　金　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額　　　　 金　　　　　　　　　　円
２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書記載のとおりとする。
３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに海上交通低炭素化促進事業費補助金交付要綱（平成22年月日付け国海内第号）に従わなければならない。
以上

様式第８（第６条第４項関係）　　　　　　　　　　　　〔低炭素型中古船舶代替事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助対象事業者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方運輸局長等
海上交通低炭素化促進事業費補助金交付決定通知書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条の規定に基づき、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　号をもって国土交通大臣が下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定に基づき、通知する。
記
１．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたときは、別に通知する。
　　　　補助対象経費　　　　金　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額　　　　 金　　　　　　　　　　円
２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書記載のとおりとする。
３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに海上交通低炭素化促進事業費補助金交付要綱（平成22年月日付け国海内第号）に従わなければならない。
以上

様式第９（第６条第４項関係）　　　　　　　〔内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助対象事業者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方運輸局長等
海上交通低炭素化促進事業費補助金交付決定通知書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条の規定に基づき、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　号をもって国土交通大臣が下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定に基づき、通知する。
記
１．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助対象事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合において補助金の額に変更が生じたときは、別に通知する。
　　　　補助対象経費　　　　金　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額　　　　 金　　　　　　　　　　円
２．補助対象事業の内容及び補助対象経費の配分は、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請書記載のとお　りとする。
３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに海上交通低炭素化促進事業費補助金交付要綱（平成22年月日付け国海内第号）に従わなければならない。

以上

様式第10（第７条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　          〔共通〕
番　　　　　号
年　　月　　日
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金交付申請取下届出書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金については、下記の事項について不服があるので、補助金等に係る予算の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第９条の規定に基づき、同補助金の交付申請（平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号）を取り下げます。
記
１．補助対象事業

２．補助金の額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
３．申請年月日
４．不服のある交付の決定内容又は交付の決定に付された条件
５．取り下げる理由
	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)


様式第11-1（第８条第２項関係）    　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔共通〕
番　　　　　号
年　　月　　日
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る補助対象事業計画変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る補助対象事業について、下記の理由によりその内容又は経費の配分を変更したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第７条の規定に基づき、申請します。
記
１．補助対象事業

２．変更事項及びその内容
３．変更する理由
４．その他必要な書類
ア．補助金交付申請書（写）に変更する部分を上段に括弧書きしたもの
イ．変更内容を確認するに足りる書面（変更後の見積書の写し等）
	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)

	 送付先
 住　所
	 (郵便番号              )


(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。
　　また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
様式第11-2（第８条第６項関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔共通〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助対象事業者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方運輸局長等
海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る
補助対象事業計画変更承認通知書
平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る補助対象事業計画の変更については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第１０条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付決定を変更することとしたので、同法第１０条第４項の規定で準用する同法第８条に規定に基づき、通知する。
記
１．変更後の補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
　　　　補助対象経費　　　　金　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額　　　　 金　　　　　　　　　　円
２．補助対象事業については、当該補助対象事業に係る補助対象事業計画に即して実施するものとする。
３．補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに海上交通低炭素化促進事業費補助金交付要綱（平成22年月日付け国海内第号）に従わなければならない。
様式第12-1（第９条第２項関係）    　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔共通〕
番　　　　　号
年　　月　　日
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る
補助対象事業中止（廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る補助対象事業について、下記の理由により同事業を中止（廃止）したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第７条の規定に基づき、申請します。
記
１．補助対象事業

２．補助対象事業を中止（廃止）する理由
３．補助対象事業を中止する期間及び再開後の完了年月日
４．その他必要な書類
	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)

	 送付先
 住　所
	 (郵便番号              )


(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。
　　また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
様式第12-2（第９条第５項関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔共通〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助対象事業者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方運輸局長等
海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る

補助対象事業中止（廃止）承認通知書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る補助対象事業の中止（廃止）については、通知する。
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第１０条第１項の規定に基づき、国土交通大臣が承認したので、下記のとおり補助金の交付決定を取り消すこととしたので、同法第１０条第４項の規定で準用する同法第８条に規定に基づき、通知する。
記
１．氏名又は名称
２．補助対象事業

３．交付決定を取り消す補助金の金額
様式第13（第１０条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       〔共通〕
番　　　　　号
年　　月　　日
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る
補助対象事業事故報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る補助対象事業について、下記のとおり事故が発生したので、報告します。
記
１．補助対象事業

２．事故の種類
３．事故の主な原因
４．事故に対する補助事業者の対処方針
５．事故に伴い経費の配分に変更がある場合はその内容
	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)

	 送付先
 住　所
	 (郵便番号              )


(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。
　　また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。 
様式第14（第11条関係）        　                                     〔共通〕
番　　　　 号

　　年　　月　　日

国土交通大臣　殿

住　　　　所　　

氏名又は名称　　　　　　　　印

海上交通低炭素化促進事業費補助金補助対象事業状況報告書

　平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって補助金交付決定通知のありました標記事業の実施状況について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第１２条の規定により、下記のとおり報告します。

記
１．補助対象事業

２．補助対象事業状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　　　
	設備等の名称、番号
及び船名又は

補助対象輸送機器の名称及び番号
	補助対象経費
	補助金額
	実施額
	差額
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（添付書類）

・補助対象事業の遂行状況を明らかにした書類
様式第15（第12条第１項関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔共通〕
番　　　　　号　
年　　月　　日　
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る
補助対象事業実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る補助対象事業を完了したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第14条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．補助対象事業

２．補助対象事業完了実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	設備等の名称、番号及び船名又は

補助対象輸送機器の名称及び番号
	燃料消費等低減効果(㍑、％)

又はCO2排出削減効果
	補助対象経費
	交付決定額
	実施額
	差額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


３．添付書類
　ア．補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類

イ．燃料消費等低減効果又はCO2排出削減効果を確認するに足りる書類

ウ．補助対象経費に係る請求書の写し
　エ．補助対象経費の支払いを証する書類（添付できない場合は後日提出すること。）　オ．その他参考となる書類
	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)

	 送付先
 住　所
	 (郵便番号              )


(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。
また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。
様式第16（第13条第１項関係）　　　　             　   〔低炭素化改造等事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　地方運輸局長等　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣
海上交通低炭素化促進事業費補助金の額の確定について
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で進達のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金の実績報告に係る補助対象事業の補助金の額については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に基づき、下記のとおり確定したので、補助対象事業者あて同条の規定に基づき、通知されたい。

記

１．補助対象事業　低炭素化改造等事業
２．確定補助金額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円

	事業者名

	船名
	設備等
	補助対象経費

(円)
	補助金の額

(円)
	備考

	　
	
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　

	　
	
	　
	　
	　

	計
	
	　
	　
	　


以上

様式第17（第13条第１項関係）　　　　                〔低炭素型中古船舶代替事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　地方運輸局長等　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣
海上交通低炭素化促進事業費補助金の額の確定について
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で進達のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金の実績報告に係る補助対象事業の補助金の額については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に基づき、下記のとおり確定したので、補助対象事業者あて同条の規定に基づき、通知されたい。

記

１．補助対象事業　低炭素型中古船舶代替事業

２．確定補助金額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
	事業者名
	船名
	船舶番号
	補助対象経費

(円)
	補助金の額

(円)
	備考

	　
	
	
	　
	　
	　

	　
	
	
	　
	　
	　

	　
	
	
	　
	　
	　

	計
	
	
	　
	　
	　


以上

様式第18（第13条第１項関係）　　　　    〔内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　地方運輸局長等　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣
海上交通低炭素化促進事業費補助金の額の確定について
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で進達のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金の実績報告に係る補助対象事業の補助金の額については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に基づき、下記のとおり確定したので、補助対象事業者あて同条の規定に基づき、通知されたい。

記

１．補助対象事業　内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業
２．確定補助金額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円

	事業者名

	補助対象輸送機器の名称及び番号
	補助対象経費

(円)
	補助金の額

(円)
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


様式第19（第13条第２項関係）　　　       　　　　　　〔低炭素化改造等事業〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助対象事業者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方運輸局長等
海上交通低炭素化促進事業費補助金の額の確定通知書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条及び第15条の規定に基づき、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　号をもって国土交通大臣が下記のとおり額の確定をしたので、同法第８条及び第15条の規定に基づき、通知する。
記
１．補助対象事業　低炭素化改造等事業

２．確定補助金の額は、次のとおりとする。
　　　　確定補助金の額 　　　　金　　　　　　　　　　円
以上
様式第20（第13条第２項関係）　　　      　　　　　　〔低炭素型中古船舶代替事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助対象事業者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方運輸局長等
海上交通低炭素化促進事業費補助金の額の確定通知書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条及び第15条の規定に基づき、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　号をもって国土交通大臣が下記のとおり額の確定をしたので、同法第８条及び第15条の規定に基づき、通知する。
記
１．補助対象事業　低炭素型中古船舶代替事業
２．確定補助金の額は、次のとおりとする。
　　　　確定補助金の額　 　　　金　　　　　　　　　　円
以上
様式第21（第13条第２項関係）　　　      　〔内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　補助対象事業者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方運輸局長等
海上交通低炭素化促進事業費補助金の額の確定通知書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で申請のあった海上交通低炭素化促進事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条及び第15条の規定に基づき、平成　　年　　月　　日付け　　　第　　号をもって国土交通大臣が下記のとおり額の確定をしたので、同法第８条及び第15条の規定に基づき、通知する。
記
１．補助対象事業　内航海運船舶関連輸送機器導入促進事業
２．確定補助金の額は、次のとおりとする。
　　　　確定補助金の額　 　　　金　　　　　　　　　　円
以上

様式第22（第14条関係）       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔共通〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　支出官
　　国土交通省大臣官房会計課長　殿
氏名又は名称　　　  　  　　　　　　　
住　　　　所　　　　　  　　 　　　　 
                                         代表者氏名　　　    　　　   　印
海上交通低炭素化促進事業費補助金支払請求書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で補助金の額の確定通知のあった標記補助金について、下記のとおり請求します。
記
	
	 １．補　助　金　額
	（船名又は新規輸送貨物品目/着港名：　　　　　　　　　　　　）
金  　　　　　　　　　　　円

	
	 ２．受　　取　　人
 　　（口座名義）
	  ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
	

	
	
	  住　　所
	 (〒　　－　　　)

	
	
	  ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ
	

	
	
	  氏　　名
	

	
	 ３．振込先金融機関
 　　及び支店名
	               銀    行
               信用金庫　　　　　　    　　　　支店
  　 　　　　　そ の 他
              （その他：      　　　　 　　）

	
	 ４．預　金　種　別
	        　 当座預金　　　　　　　普通預金

	
	 ５．口　座　番　号
	


注  １．上記１．は、低炭素化改造等事業にあっては、「船名」を記入し、内航

海運船舶関連輸送機器導入促進事業にあっては、「新規輸送貨物品目／着

港名」を記入すること。
２．上記２．以下の各欄は、通帳を確認のうえ、通帳の記載どおり確実に記
入すること。
      ３．上記３．は、金融機関名を記入のうえ、銀行・信用金庫・その他のいず
れかに○をつけること。なお、その他の場合にあっては、金融機関名（例：○○市農業協同組合）を記入すること。
４．上記４．は、当座預金・普通預金のいずれかに○をつけること。
様式第23（第15条第２項関係）                                            〔共通〕
海上交通低炭素化促進事業費補助金取得財産等管理台帳

（単位：円）

	取得者の

氏名・名称
	

	財産名
	

	規格
	

	金額
	

	取得年月日
	

	耐用年数
	

	保管・設置

場所

又は

貸付先

（使用者名）
	

	備考
	


（注）備考欄には、取得財産等毎に識別できる内容を記載すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第24（第16条第３項関係）      　　　　　　　　　　　　　　　　　〔共通〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　国土交通大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名            　　　　　印
財産処分承認申請書
　海上交通低炭素化促進事業費補助金に係る補助対象事業により取得した財産を、下記のとおり処分したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定に基づき、申請します。
記
１．補助対象事業

２．処分しようとする財産の明細
３．処分の内容
４．処分しようとする理由
５．その他必要な書類
	 連絡先
	 (担当者名)　　　　　　(電 話)　　　　　　　　　(FAX)

	 送付先
 住　所
	 (郵便番号              )


(注)「送付先住所」の欄には、通知文書等が確実に到達する住所を記入すること。
また、住所を変更した際は速やかに地方運輸局又は運輸支局に連絡すること。

